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経済財政諮問会議（令和４年第９回） 

議事次第 

 

 

日 時：令和４年７月25日（月）16:53～17:35 

場 所：総理大臣官邸４階大会議室 

 

 

１．開 会 

 

２．議 事 

 （１）金融政策、物価等に関する集中審議 

（２）年央試算 

 

３．閉 会 



 

 

（山際議員） ただ今から「経済財政諮問会議」を開催します。 

 本日は、「金融政策、物価等に関する集中審議」と「年央試算」について議論い

ただきます。 

 

〇「金融政策、物価等に関する集中審議」 

〇「年央試算」 

（山際議員） それでは最初に、「金融政策、物価等に関する集中審議」について、

日本銀行の黒田総裁から御説明をお願いします。 

（黒田議員） 私からは、先週の金融政策決定会合で取りまとめた「展望レポート」

に沿って、経済・物価情勢と金融政策運営の考え方について、御説明いたします。 

資料の１ページをご覧ください。経済・物価の現状です。 

 我が国経済は、資源価格上昇の影響などを受けつつも、感染症の影響が和らぐも

とで、持ち直しています。上段左の個人消費は、サービス消費を中心に緩やかに増

加しています。他方、上段右の輸出や生産は、供給制約の影響が見られています。

この間、下段左、短観の設備投資計画で、緑の点線の６月時点の計画値を見ますと、

今年度は、例年以上にしっかりと増加する見込みとなっており、企業の前向きな設

備投資スタンスがうかがわれます。物価面について、下段右の赤い線の生鮮食品を

除く消費者物価の前年比は、エネルギーや食料品の価格上昇を主因に、２％程度で

推移しています。 

 資料の２ページは、経済・物価の先行き見通しです。 

 左側の表のピンク色のシャドーは、実質ＧＤＰ成長率の見通しです。我が国経済

は、ウクライナ情勢等を受けた資源価格上昇による下押し圧力を受けるものの、感

染症や供給制約の影響が和らぐもとで、回復していくと予想しています。具体的に

は、2022年度は、感染症下で抑制されていた需要、すなわちペントアップ需要の顕

在化により、プラス2.4％と高めの成長になると予想しています。その後、2023年

度はプラス2.0％、2024年度はプラス1.3％と徐々に減速しますが、見通し期間を通

じて、足もとで０％台前半と推計される潜在成長率を上回る成長が続く見込みです。

濃い青色のシャドーは、消費者物価の見通しです。生鮮食品を除いた消費者物価の

前年比は、本年末にかけて、エネルギーや食料品、耐久財などの価格上昇により上

昇率を高めた後、年明け以降は、エネルギー価格の押し上げ寄与の減衰に伴い、プ

ラス幅を縮小していくと予想しています。そうしたもとで、2022年度は年度平均で

プラス2.3％、2023年度はプラス1.4％、2024年度はプラス1.3％との見通しになっ

ています。水色のシャドーは、エネルギーを除いた消費者物価の見通しです。こち

らのベースで見れば、先行き、マクロ的な需給ギャップが改善し、中長期的な予想

物価上昇率や賃金上昇率も高まっていくもとで、プラス幅を緩やかに拡大していく

と予想しています。 



 

 

 資料の３ページは、金融政策運営です。 

 先ほど申し上げたとおり、我が国経済は持ち直していますが、依然として感染症

からの回復途上にあるうえ、資源高による海外への所得流出という下押し圧力も受

けています。こうした状況では、金融緩和により、経済活動をしっかりとサポート

することが必要です。そのためには、左の図のとおり、イールドカーブ・コントロ

ールのもと、10年物国債金利で「ゼロ％±0.25％程度」という現在の市場調節方針

を維持することが、引き続き適切であると考えています。 

 日本銀行としては、このように金融緩和を実施することで、賃金の上昇を伴う形

で、「物価安定の目標」を持続的・安定的に実現することを目指していきます。 

 以上です。 

（山際議員） ありがとうございました。 

 続いて、本審議の参考といたしまして「原油価格・物価高騰等総合緊急対策のフ

ォローアップ」、また、「年央試算」について、内閣府事務方から説明いたします。 

（村瀬政策統括官） まず、お手元の資料２－１から御説明させていただきます。

「原油価格・物価高騰等総合緊急対策のフォローアップ」という資料について、簡

潔に御説明をさせていただきます。 

 資料２ページ、右のグラフにありますとおり、物価高騰の影響を受ける家計・事

業者の方々に対する支援が実施される中、対策による支援の効果もあって、我が国

の物価上昇率は国際的に見て低位に抑えられている状況にあります。 

 ３ページ、４ページに主要な施策の進捗状況について整理をしておりますが、例

えば４ページ下部の表にある地域創生臨時交付金については、低所得者への給付金

の上乗せ、給食費支援等、エネルギー価格高騰に対応した支援など、地域の実情に

応じたきめ細やかな取組が進展しております。詳細は、資料２－２に整理をしてい

るところでございますが、今後とも、対策の効果が着実に現場に行き渡るよう、引

き続ききめ細かく進捗状況をフォローアップしてまいります。 

 次に、お手元の資料３－１に基づきまして、年央試算のポイントを御説明させて

いただきます。 

 年央試算は、経済の状況を進捗点検しつつ、諮問会議における翌年度予算、マク

ロ経済運営に関する議論に資するべく、今後の経済の姿をお示しするものでござい

ますが、左下の表の赤枠の部分が今回の試算の結果となります。 

 2022年のＧＤＰ成長率は、実質で2.0％程度、名目で2.1％程度と見込まれます。 

 コロナ禍からの消費の回復が見込まれる一方、ウクライナ情勢や供給制約の影響

を受けた外需と設備投資の下振れにより、１月の政府経済見通しに比べ成長率は下

方改定となっております。 

 2023年度につきましては、今後具体化される政策については試算に織り込まない

など一定の想定の下に試算をした参考値となりますが、コロナ禍からの回復ペース



 

 

が巡航速度に戻る中、消費や投資が着実に増加することで、実質で1.1％程度、名

目で2.2％程度の成長を見込んでおります。 

 以上となります 

（山際議員） ありがとうございました。 

 次に、柳川議員から、年央試算を受けたマクロ経済運営について、民間議員の御

提案を説明いただきます。 

（柳川議員） 資料４－１、４－２をご覧いただけますでしょうか。 

 物価上昇という新しい環境下でも、国民の可処分所得を継続的に拡大して、成長

と分配の好循環につなげていくということなのですが、私は、この時に大事なのは

やはり投資だと思うのです。しっかりとした投資をしていく。先ほど黒田総裁から

も前向きな民間の設備投資ということがありましたが、これをしっかり大きく拡大

していく、それから人への投資をしっかり拡大していく、やはりここが肝で、そう

いう人への投資をしっかり行えば、最低賃金も含めた賃金全体を上げていくという

ことが可能になりますし、その結果として、消費もしっかり増えていくということ

なので、大きなポイントの一つは人への投資も含めた投資だと思っております。 

 資料４－１の最初に「１．コロナ禍からの回復モメンタムの拡大と物価上昇への

対応」にあるように、コロナ禍の物価上昇への対応ということで、まずは医療提供

体制をしっかり万全なものにしておくこと。その上で、海外との人流の拡大という

のは先ほどの投資という意味も含めて非常に重要なことかと思います。インバウン

ドの拡大や、中小企業を中心とした輸出展開を一層促進、推進していって、需要を

拡大させていくことが重要ですし、そのためにも、新型コロナの感染症法における

位置付けを含めて、日常的な医療提供体制の中に位置付ける検討をしっかり進める

べきだと考えております。 

 ２ページ目、物価上昇への対応に関しては、賃金上昇や下請企業への転嫁が進ま

ないことが大きなリスクになりますので、予備費を機動的に活用して適切かつ効果

的な対応策を講じていくことが必要だということを書いてございます。 

 それから、先ほど黒田総裁からもお話がありましたが、今後、政府・日銀が経済

財政諮問会議の場をしっかり活用して、緊密に連携をして、物価安定の下での持続

的な経済成長の実現に向けて、一体となって取り組むべきということを書いてあり

ます。 

 公共料金、エネルギー政策関係においては、どうしても家計にしわ寄せが行くと

いうことがありますので、消費者庁との協議や経済財政諮問会議への報告などを通

じて、政府全体としても国民負担への影響をしっかり把握すべきですし、何よりも

安全が確認された原子力の最大限の活用を含めたエネルギーの安定供給に向けた

対応であるとか、需要側の効率使用のインセンティブをテクノロジー等を使うこと

でしっかりやっていくべきだということを書いてあります。 



 

 

 投資という観点からも、グリーントランスフォーメーションに向けた取組を加速

すべきですし、予算執行や来年度の予算の編成においては、物価上昇の下でも政策

効果が着実に発揮されるような適切な対応を行うべきと書いてあります。 

 「２．新たな成長経路に向けた人への投資・国内投資の持続的な拡大」というと

ころが、先ほど申し上げた投資が重要だということでございます。 

 まずは、最低賃金のところは、できる限り早期に全国加重平均が1,000円以上に

なることを目指して取り組むべきですし、現下の物価上昇を踏まえた実質的な生計

費や賃金支払い能力を考慮した改定が重要だろうということで、注のところでは、

実質的な引上げ幅が3.0％という数字も書いてあります。 

 これをしっかり持続性のあるものにしていくためには、人への投資を抜本的に強

化して、人材のスキルアップ、それから労働市場の柔軟化、成長分野の労働移動、

こういうものと相まって生産性の向上をし、物価上昇を回って賃金が上昇していく

という好循環が生まれてくることが何よりも重要かと思っております。 

 それから、コスト増に向けた適切な価格転嫁ができるような発注企業と受注企業

とのパートナーシップの構築や取引適正化に向けた対策が重要ですし、社会保障改

革においては、給付と負担のバランスを図りつつ、年齢ではなく負担能力に応じた

制度に改革していく。そのためにはマイナンバーの活用徹底ということも書いてあ

ります。 

 国内投資の持続的拡大という点では、骨太方針2022や新しい資本主義に向けたグ

ランドデザイン・実行計画をジャンプスタートさせるための総合的な方策を具体化

することが大事であると書いてあります。 

 社会課題の解決に向けた重点投資分野を国内投資の起爆剤にして、しっかり官民

が協力して、大胆な投資をスピーディーに実行していくことが大事と書いてありま

す。 

 また、人への投資に関しては、中心的役割を果たす労働保険特別会計等による質

・量両面での人的投資の抜本的な強化、教育や人材育成の見直し、それから先端技

術分野のスタートアップ支援、ＧＸ・ＤＸ分野において民需を誘発するワイズペン

ディングや規制・制度改革の具体化ということで、こういう投資を大きく広げてい

くための対策をパッケージでやっていくことが重要と考えております。 

（山際議員） ありがとうございました。 

 それでは、議論に入りたいと思います。まずは、萩生田大臣。 

（萩生田議員） 今後の経済政策運営では、物価高やエネルギーの安定供給への短

期的な対応と、中長期的な視点に立った産業構造の転換を一体的に展開することが

必要だと思っております。 

 短期的には、物価高の影響を受ける事業者や個人に的確に対応するため、激変緩

和措置を着実に実施していくとともに、倍増した下請Ｇメンによる取引状況の調査



 

 

や、下請振興法に基づく指導・助言などによって、しっかりと川下に価格転嫁でき

るような環境作りを徹底することに加え、中小企業の生産性向上を図るための事業

再構築への支援等を通じて、賃上げできる環境を整備していきたいと思います。 

 また、足下の電力需給ひっ迫や資源・エネルギー供給の緊迫化などに対応するた

め、電力供給力の確保や燃料供給体制の強化なども実施する必要があります。その

中で需要側の効率使用インセンティブとなる新たな枠組みを８月中に開始する予

定です。 

 加えて、円安メリットを最大限活用する観点から、感染症対策の徹底を前提とし

たインバウンドの拡大や、高成長分野における国内生産・提供拠点の拡張を支援す

ることも重要です。 

 また、中長期的視点から、グリーンやデジタルなどの社会課題について長期的な

ビジョンを官民で共有して政府も大胆に投資を拡大し、民間投資の呼び水としたい

と思います。さらに「人への投資」やスタートアップ支援の強化を図ることなどに

より、産業の構造転換を促します。 

 このように、短期と中長期の課題を一体的に捉えながら、今年後半以降のマクロ

経済情勢に機動的に対応することが必要です。 

 以上です。 

（山際議員） ありがとうございました。 

 続きまして、十倉議員、お願いいたします。 

（十倉議員） ありがとうございます。 

 我々経団連が掲げておりますサステナブルな資本主義は、岸田内閣の新しい資本

主義と軌を一にすると申し上げてきております。 

 経団連の今期の事業方針は、サステナブルな資本主義の実践であります。新しい

資本主義の実現に最大限、経団連として協働・協力させていただきたいと思ってお

ります。 

 私からは３点申し上げます。 

 １点目は今後のマクロ経済運営について、２点目はグリーントランスフォーメー

ションについて、３点目は成長と分配の循環についてであります。 

 まず、１点目の今後のマクロ経済運営についてでありますが、現在のエネルギー

や食料品の物価高について、弱い立場の生活者や事業者への影響を抑えるべく、財

政政策によって支援措置を講じていくことは短期的に必要なことと考えます。 

 また、金融政策についても、持続的な成長と安定した物価上昇に向けて、当面は

現状の金融政策を維持しつつも、物価の動向等に注意しながら、適切な金融政策運

営を行っていくことが求められていると思います。 

 次に、２点目のグリーントランスフォーメーションについてであります。ロシア

のウクライナ侵略に端を発するエネルギー安全保障の問題は、足下ではエネルギー



 

 

価格の高騰や電力需給逼迫への対応が急がれ、また、中長期で見れば、エネルギー

の国産化や2050年カーボンニュートラル実現への取組も求められております。これ

らの点は、つまるところ、グリーントランスフォーメーションの取組を強化するこ

とに他なりません。 

 先日、総理の御英断により、この冬の最大９基の原発の稼働が明示されましたこ

とは大変すばらしいと思います。これに加えて、我が国のエネルギー安全保障の観

点から、既存原発の運転期間の延長も急がれます。 

 一方、原発は、核廃棄物の問題も避けて通れません。したがいまして、原発をあ

る種のトランジションのエネルギー源と捉え、将来的には、先日の総理の軽井沢で

の御講演でも言及いただきましたように、核廃棄物がほとんど出ない核融合につな

げていくべきと考えます。 

 また、核廃棄物の問題に対して、次世代の革新炉として高速炉の開発が急がれま

す。更に低コストの水素製造を実現する高温ガス炉や、より安全性の高いＳＭＲ（Ｓ

ｍａｌｌ Ｍｏｄｕｌａｒ Ｒｅａｃｔｏｒ）等の小型原子炉の開発も重要でありま

す。 

 もちろんグリーントランスフォーメーションは、こうした原発の問題だけにとど

まりません。グリーントランスフォーメーションの実行に向けたロードマップの作

成や、グリーンディール、カーボンプライシングといった各種論点についても議論

が急がれるところであります。７月27日に開催予定のグリーントランスフォーメー

ション実行会議で、一層議論を深めていきたいと考えております。 

 最後、３点目は、成長と分配の好循環についてであります。常に総理もおっしゃ

っておられますように、成長も分配もどちらも重要であります。 

 成長については、先ほどのグリーントランスフォーメーションの推進や人への投

資等を通じ、着実な経済成長を実現していかなければなりません。 

 一方で分配については、もちろん我々企業は物価上昇や各社の業績を踏まえて、

持続的な賃上げの実現を着実に目指していく覚悟であります。 

 しかしながら、同時に国民の安心を確保し、持続的な賃上げが個人消費に回るよ

う、税制や社会保障制度の見直しを通じた適切な給付と負担の実現も必要かと考え

ます。 

 このように、成長と分配の好循環に向けては、賃上げ、税と社会保障、人への投

資を通じた労働生産性の向上等々、多岐にわたり関連する論点が存在いたします。

これらを総合的に俯瞰し、統合的に実行していくことで、いわゆる分厚い中間層の

形成に向けた議論を深めていく必要があると考えます。 

（山際議員） ありがとうございました。 

 続きまして、中空議員、お願いいたします。 

（中空議員） ありがとうございます。 



 

 

 前回、総理をはじめ皆様にお目にかかったのは６月７日になりますので、もう１

か月半経ちました。この１か月半の間にとてもたくさんのことがあったと思います。

そして、今も世界は時々刻々と変化を見せていると認識しています。 

金融市場におりますが、決して安心できない状況にあると思っていて、周りを見

渡せばリスク要素が大変多くなってきています。物価上昇、金利上昇、それによる

景気成長の阻害などが挙げられます。場合によっては世界的なスタグフレーション

も考えなければならないかもしれません。また、サプライチェーンに係る問題や実

需への影響、各国のエネルギー政策など未解決の大きな問題がたくさんあると思い

ます。そこに加えまして、中国の地方政府の債務や不動産セクターの問題、新興国

のディフォルトなど、金融市場にいると本当に日々色々なことを見ることになるわ

けです。こういう中で、いかに日本が安定した経済循環をつくっていく、環境をつ

くっていくということは、大変重要であると思います。 

 何か１つだけ挙げよと言われたら、私はやはり柳川議員も十倉議員もおっしゃっ

たように、投資が大事、「人への投資」が何より大事だと思います。ただ、どの議

員もおっしゃると思うので、ここは違うところを申し上げたいと思っています。 

 １つ目としては経済見通しです。経済見通しは、日銀の黒田総裁に説明いただき、

内閣府も資料を出しています。ただ、私がいるようなところもそうですが、民間か

ら出ている数字はもう少し低いかと思うのです。なので、色々な前提によって見通

しが変わってくるのは当然なのですが、こういうものはとかく数字だけが独り歩き

しますので、これだけ強気の数字を出すということにふさわしい何かをしなければ

いけないということかと思います。 

 その上で、実行していただきたいことを３点申し上げたいと思っております。１

つ目としては、萩生田大臣もおられるので申し上げたいと思いますが、エネルギー

政策に関してです。特にこれから、ドイツなどはエネルギー政策に大変力を注がな

ければいけないのではないかと思っておりますが、日本も他人ごとではないと思い

ます。その意味で、原子力発電所が動くということはグッドニュースだと思います

が、一方、国民としての要望としては、再生可能エネルギーが100％の場合にはい

くらかかり、原子力が入ればいくらというようなことを、また、どの電源にどうい

うリスクがあるのかも含めて、メニューを提示していただけたらうれしいと思いま

す。国民間に議論を起こす上でも、その開示が求められるのではないかと考えます。

これが１つ目です。 

また、議論を起こすという上では、財政健全化についても改めて議論を起こす気

構えでお願いできればと考えます。これからは特にまた防衛費をどうするかという

話にもなるかと思うのですが、財政健全化は防衛力を高める上でもまず整えるべき

要素だということを改めて思う次第です。ですので、財政健全化の重要性を示すこ

とが肝要です。さらに、日本銀行の金融政策に対してヘッジファンドが日本国債の



 

 

売りを仕掛けてくるということがありましたが、仮に日本の財政状況が盤石であれ

ば最終的にはひどいことにはならないはずです。そのためにも、財政健全化の意義

を改めて認識し、整えていく必要があると思います。 

 最後、十倉議員もおっしゃいましたが、ワイズペンディングです。その中で、特

に私からはグリーンイノベーション分野についての実行力ある行動をお願いした

いと思います。特に政府の主導力が重要です。夏以降に官邸にＧＸ実行会議ができ

るということなので期待しておりますが、どのように行うか、大変大事だと思って

います。 

サステナブルファイナンス市場を日本にいかに根付かせ、拡大させるか。日本市

場にいかに資金を持ってくるか、そして地方も含めてサステナブル、気候変動とい

う分野でいかに資金を活用させるか、そして再びの貿易黒字国にこれでなれるので

はないかと私は期待しているのですが、日本の技術の活用などまで踏まえて考えて

いかなければいけません。現状は、中国やシンガポールなど、この分野でアジアの

リーダーになりたいという国がたくさん出てきています。そういった国々に負けな

いためにも、できるだけ早期に実効性の高いものをやっていく必要があると思いま

す。 

（山際議員） ありがとうございました。 

 それでは、新浪議員、お願いいたします。 

（新浪議員） 何よりも、物価高騰対策の速やかな実施はしなければいけないと、

このように思うわけですが、その上で、持続可能な経済社会実現のために、マクロ

経済運営は何といっても重きを置かなければいけないのは継続的な賃上げで、ここ

を成し遂げることは今までずっとやってきたことですが、なかなか実現できてこな

かった。少しずつは進んできたのですが、ニューヨークに出張に行くと、本当に日

本は安いなとつくづく感じるわけですが、安過ぎると思います。これは何といって

も賃金の差が起因するところであると思います。 

 第１に、雇用は何と７割が中小企業であります。中小企業の皆さんの賃金が上が

らなくては、本当の意味で賃金が上がりません。 

 第２に、人材の流動化をもって賃金を上げていくということ。 

 第３に、財政ということを考えて、ワイズペンディングによる効果的財政支出と

いうこと。 

 この３つを行動の軸に、政策のプライオリティーを考え、即座に実行していくこ

とだと思います。 

 第１には、先ほど申し上げた雇用の７割を占める中小企業の賃上げです。私は、

最低賃金の引上げは極めて重要であり、常日頃から申し上げているのですが、まず

は遅くとも来年までには全国加重平均1,000円を達成すべきというしっかりとした

目標を作るべきであります。しかしながら、実態としてはもう既に1,000円を大き



 

 

く超える産業が多くなっております。そんなことも考え、将来を見据えて、私たち

はもっと加重平均では見えない格差も分析しながら、例えば平均1,500円を目指す

ぐらいの目線の高さが必要なのではないかなと。それがゆえに、どういうことをや

ろうかということが議論できる。そういった意味で、目線高く、人材投資等の対策

も含めて、ロードマップを作らなければいけない。そして、全体の引上げをしてい

くのだと、こういうコミットをしてく必要があるのではないかと思います。 

 中小企業の自主的な力の向上は当然必要であります。円安をはじめとした交易条

件や地政学的状況を考えてみますと、今が新たな需要を取り込む大きなチャンスで

あると思います。中堅企業も含めた中小企業の振興など、いま一度重点的に取り組

むべきだと思います。 

 とりわけ米国は市場開放をしていないということではなくて、市場開放をしてい

るのです。コロナ禍の中、2021年は対前年比で約３割、中国から米国への輸出が増

えている。どのような分野で品目が増えているか、日本がその代替ができないのか。

もっとＪＥＴＲＯをしっかりと活用して、外部人材も登用して、戦略的に対応すべ

きではないかと、このように思います。 

 そういった意味で、腰を据えて中小企業の輸出ということを作り上げていく必要

があると考えております。 

 加えて、成長意欲ある中小企業について、ＤＸや生産性向上や人的資源の確保、

更には人材育成の方法などの支援を行って、意欲のある中小企業には良い人材が集

まり、そして賃金も高くなり、一層の成長が実現するという正の循環が回るのが重

要ではないかと。くれぐれも申し上げますが、中小企業は日本の宝であります。し

かし、もっと強化しなければいけないと思います。 

 また、萩生田大臣や柳川議員がおっしゃったように、下請構造の抜本的な改善は

マストと思います。 

 第２に、人材の流動化による賃上げであります。最低賃金の引上げだけではなく

て、質の高い雇用を生み出すニューフロンティアの民間投資が必要だと思います。

民間投資がそういうところに行われることによって、そこに対して円滑な労働移動

が起こる、こういう仕組みを作って経済成長を下支えする、裾野の広い持続的賃上

げを実現していくことが必要だと思います。 

 とりわけＤＸ人材を大幅に必要とする、そしてまたそれを受け入れていく、そう

いう産業に対して重点的に育成していってはどうかと思います。グリーンイノベー

ションやヘルスケアがそれに当たると思います。これらの分野は、大型投資のみな

らず多くのスタートアップを生む分野であります。 

 この人材の流動化についてですが、解雇法制ではなくて、リカレント教育や兼業

・副業の促進、リスクの中でもチャレンジできる環境が重要だと思います。もう既

に足下で、大企業からスタートアップへの転職や中途採用は非常に広がっておりま



 

 

す。政府は、今、行われているこういうことを強力にバックアップする、そういう

立場だと思います。 

 しかしながら、まだまだ政府にやっていただきたいこと、また民間がやらなくて

はいけないことがございます。退職金制度をはじめ、終身雇用や新卒一括採用など、

日本企業特有の制度による根深い同種性・硬直性が流動化を阻害しております。 

 例えば退職金制度の税制の問題等、こういった阻害要因を徹底的に分析して、抜

本的な対処をする必要があると思います。賃上げや階層別の中途採用実績、ダイバ

ーシティ確保、社内の人材育成の取組など、企業にしっかりと開示をさせ、マーケ

ットからのプレッシャーを与える仕組みも整備して、企業が競争して流動化してい

く良い人材を獲得する。また、自らの人材を維持するために、総合的に賃上げをせ

ざるを得ない、そういう環境にある意味で追い込んでいく必要があるのではないか

と思います。 

 また、ＤＸ・ＧＸ、ヘルスケア分野の雇用創出については、スタートアップが大

変大きな役割を果たします。そういった意味で、彼らの人材をより確保できるため

の優遇的な税制、のれん代を非償却とするなど、優遇措置によりスタートアップに

より人材が流れる仕組みを作ってはどうかと思います。 

 グリーンイノベーションについても、民間投資を更に踏み込んでしてもらう必要

があるのではないか。くれぐれもグリーンイノベーションは民間が中心だと、この

ように思います。過去、1960年代後半から1970年代の日本の自動車産業では、大気

汚染の深刻化や石油ショックの中、政府による排ガス規制や燃費規制といった社会

規制の強化により企業の技術開発が加速し、そこからイノベーションが生まれ、グ

ローバルで徹底的に勝てる、そういった自動車産業が生まれました。時代が違うの

かもしれませんが、こういったことは過去にあり、現状、ＧＸ投資促進や賃上げの

対策というのは、基金や減税など、政府がインセンティブを与えることが中心とな

っています。実はガソリン補助金も短期的には効果がありますが、長い目ではイノ

ベーションを阻害する可能性は大だと思います。 

 イノベーションを生むための社会規制は是とすべきであり、ＧＸ投資や賃上げ含

む人材投資を行わない企業は、例えば法人税を上げてしまうとか、今こそ北風の政

策も必要なのではないか。インセンティブばかりあげていたら実現しません。この

合わせ技を是非検討すべきではないかと思います。 

 また、ＧＸのために規制改革も必要です。例えば地熱発電は、日本企業は優れた

技術を持つが、国内規制が要因で、海外で投資を行っていると聞きます。規制の見

直しを進めて、一層強化して、こういう分野で国内で投資機会を作るということも

考えなくてはならないと、このように思います。 

 政府はこうした政策により、民間企業にたまっている約100兆円とも言えるネッ

トの現預金を賃上げとニューフロンティアの投資に回して、人材育成も行いながら、



 

 

経済成長と更なる賃上げ、そして継続的な投資に結びつけていく必要があると思い

ます。 

 最後でございますが、第３の要素は、財政的に必要なワイズペンディングであり

ます。ここで申し上げたいのはマイナンバーの活用でございます。これは世帯の所

得や公的サービスの受給を早くする仕組みの構築、更には社会保障における応能負

担に活用すると、ずっと議論していました。 

 私は経済財政諮問会議の議員になってからずっと毎年、この話をしています。な

ぜできないのか。問題の所在を赤裸々に議論してこなかったと思います。マイナン

バーがなくては、財政の健全化、そしてまたいざとなったときの給付もできません。

これは国民の安心・信頼の獲得が不可欠でありまして、経済・財政一体改革推進委

員会でタスクフォースを立ち上げさせていただいて、どうしたら本当にこれが活用

できて、国民が是として受け入れてくれるか、こういったことを赤裸々に議論させ

る場を作り、提案をさせてはどうかと思います。 

 セーフティーネットの充実や、色々な形で使えますが、何といっても国民がこれ

はベネフィットがあるのだと、マイナンバーを活用することがすごく重要なのだ、

こう理解していただくことがすごく重要だと思います。 

 また今後、大きく出てくるのは、相続です。相続税の捕捉をもっとしっかり行い、

この補足をもって貧困対策や子供政策の財源に充てるべきだと思います。物納も増

えてまいります。この対策、相続について、今から手を打つということが必要だと

思います。 

 最後でございますが、社会保障を考える上で、公助だけでは足りません。そこで、

ＮＰＯや社会起業家による共助の仕組みが大変重要で、これは骨太方針の中でも相

当書き込んでいただきましたが、寄附税制の見直しやふるさと納税の活用を是非図

るべきだと思います。この促進により、50代、60代の人材もＮＰＯで働くことがで

きます。また、若い人は今、ＮＰＯで働きたいという方も相当増えております。雇

用の場にもなるのではないかと思います。 

 私たちサントリーも人材育成の面で、また公助という支援のために、社員をＮＰ

Ｏに派遣しております。また、これを拡充しようと考えております。 

（山際議員） ありがとうございました。 

 それでは、ほかに委員の皆さんからございますか。黒田総裁、どうぞ。 

（黒田議員） ７月15日、16日と、バリ島でＧ20の財務大臣・中央銀行総裁会議が

ありまして、鈴木財務大臣と共に参加いたしました。世界経済の諸問題、今日出た

ような様々な課題について議論が行われました。 

 その話ではなく、アネクドートで申し訳ないのですが、バリ島に行く際にジャカ

ルタを経由して行ったところ、ジャカルタの空港で、私が昔から知っているアメリ

カの某大学の教授と会いまして、その方から、日本にぜひ行きたいのだけれども、



 

 

どうもビジネスか団体観光でないと行けないと言うので困っていると。何とかそこ

をもう少し幅を広げてくれないかということを具体的に言われました。 

 それから、バリに行きましていろいろな方とお会いしたのですが、アジア諸国の

大臣や中央銀行総裁の方も、ぜひ日本に来たいと。それは仕事の話もあるのでしょ

うけれども、それ以外も含めて来たいということを多くの方から言われたので、こ

の場でお伝えいたします。 

（山際議員） ありがとうございます。 

 それでは、議論はこの辺りにいたしまして、ここでプレスが入室いたします。 

 

（報道関係者入室） 

 

（山際議員） それでは、総理から締めくくりの御発言をいただきます。 

（岸田議長） 本日は、今年度及び来年度の経済見通しを踏まえたマクロ経済運営

について議論を行いました。 

 日本経済は、オミクロン株の特性を踏まえた感染防止と経済社会活動の両立によ

り、コロナ禍で落ち込んだサービス消費にもようやく明るい兆しが出始め、2022年

度の実質ＧＤＰは、2.0パーセント程度の成長となる見込みです。これまでの経験

を生かし、医療提供体制の強化等に万全を期すことにより、できる限りウィズコロ

ナの下でも、経済活動の水準を引き上げてまいります。 

 こうした中で、ロシアのウクライナ侵略がもたらした世界的な物価高騰は、コロ

ナ禍からの経済回復にとってのリスクです。物価上昇の国民生活に与える影響を丁

寧に分析し、5.5兆円の予備費を機動的に活用しながら、適切かつ効果的な対応策

を講じてまいります。 

 その上で、骨太方針2022や新しい資本主義に向けたグランドデザイン・実行計画

の実現に向けた総合的な方策を早急に具体化し、実行に移します。 

 物価上昇という新しい環境の下で、成長と分配の好循環を実現し、経済を持続的

な成長軌道に乗せるためには、今般の物価上昇を踏まえ、最低賃金を含め、賃上げ

の流れをよりしっかりとした継続的なものとするとともに、将来所得の源泉となる

投資を大幅に拡大することが不可欠です。 

 このため、賃上げ税制、円滑な価格転嫁に向けた対策、開示ルールの整備など、

賃上げしやすい雰囲気を醸成するため、総合的な対策を進めていくとともに、社会

課題の解決に向けた重点投資分野において、官民が協力して、計画的で大胆な投資

を実行すべく、スタートアップ５年10倍増を視野に入れた５か年計画、ＧＸを促進

するための今後10年間のロードマップなど、官が民間投資の呼び水となる具体策の

検討を加速してまいります。 

 こうした取組により、今年度から来年度にかけて成長力をさらに高め、一段高い



 

 

成長経路に日本経済を乗せてまいります。 

 以上です。 

（山際議員） ありがとうございました。 

 それでは、プレスの皆さん、御退室をお願いいたします。 

 

（報道関係者退室） 

 

（山際議員） 以上をもちまして、本日の会議を終了いたします。 

 新浪さんありがとうございました。今、ニューヨークは何時ですか。 

（新浪議員） 今、朝の４時半です。 

（山際議員） 御苦労さまです。ありがとうございました。ゆっくり休んでくださ

い。 

（新浪議員） これで寝ます。ありがとうございます。 


